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1 日本財務省平成 25年度財政報告によって、年金医療介護保険給付費は 218,475億円で、社会保障関係費の 75％であり、

















































































































                                                   
4 鈴木（2006）が、政令指定都市の中で大阪の特色を見出そうとしている例を、筆者は知るのみである。 
5 橘木・浦川（2006）、第 4章 生活保護制度の貧困削減効果、P.115参照。 
6 橘木・浦川（2006）、第 4章 生活保護制度の貧困削減効果、P.115を引用。 





































                                                                                                                                                     
必要とする貧困層の貧困量の総和」に占める割合を示した指標であると定義している。図 4-4 生活保護に関する水
平的効率性(貧困ラインを中央値の 50％に設定したケース)によると、2001 年の水平的効率性は全世帯が 13.2％、高
齢者世帯が 16.9％である。 
11 橘木・浦川（2006）によると、貧困削減の効率性とは、政府の移転がどれだけ移転を真に必要とする層へ適切に行わ
れているかを示す指標である。図 4-5 生活保護に関する貧困削減の効率性（貧困を中央値の 50％に設定したケース)
によると、2001年の貧困削減の効率性は全世帯が 87.0％、高齢者世帯が 91.8％である。 
12 橘木・浦川（2006）、P.146を引用。 





































(2013 年 8 月に公表)に対して８章に分けて論じる。第１章は、日本財政の現状と報告書に
ついて検討する。人口構造の変化への対応が遅れ、現実には厚生労働省が主張する「課税


















































































































が分かった。特に、2008 年 9 月に起きたリーマンショック以降の急増は、一般に信じられ
ている景気変動による一時的要因ではなく、そのほとんどを恒常的要因が説明する。」20と



























果、政府において生活保護制度の検討が進められ、平成 22 年 11 月には「生活保護制度に
関する国と地方の協議22」が行われた。平成 24年 2月 17日に「社会保障・税一体改革大綱
23」が閣議決定された。生活保護基準の見直しを目的として、平成 25年 1月 18日には「社
会保障審議会生活保護基準部会」で生活保護基準の「報告書24」がまとめられた。この生活
保護基準部会の検討結果を踏まえ、「生活保護基準（生活扶助基準額）の見直しは、平成 25
年 8月から 27年度まで、3年程度をかけて段階的に実施する」25こととなった。 
                                                   




















































図表 1-1 社会保障関係費と生活保護費の年次推移（1998年度～2013年度） 

































































第 4 節は、日本の生活保護問題の 6 点について改善・改革への処方箋を検討する。その
際に、歴史的経緯、諸外国の経験、および 47 都道府県と大阪市区の実証分析結果という 3
つのアプローチから改善・改革への示唆を示す。 










































る制度である（生活保護法 1950 年 5 月 4 日法律第 144 号）。生活保護制度では資産、能力
などあらゆるものを活用することが保護の前提であり、扶養義務者による扶養などは保護
に優先される。預貯金、保険の払い戻り金、不動産資産などの資産の売却収入なども認定
                                                   
26 「防貧」とは生活の破綻を事前に防ぐという意味である。 
27 「救貧」とは生活が破綻した人を事後的に救済するという意味である。 

































                                                   
29 一圓（2013）によると、生活保護制度の目的および四つの原理は生活保護法の第 1条から第 4条が該当する。以下は
一圓（2013）の第 2節各制度の概要、2.生活保護、P.46参照。 
30 埋橋(2013)、P.5を引用。 
31 埋橋(2013)、P.5参照。四つの原則は生活保護制度の運用上の原則となる。埋橋は「生活保護法第 7条～第 10条には 
保護の「原則」が挙げられている」と指摘している。 























野の研究者に注目されている。2006 年 7 月のＯＥＣＤ（経済協力開発機構）の発表におい
















                                                   
























































図表 2-1 世帯類型別の最低生活水準の具体的事例(2012 年度) 
１級地-Ⅰ1級地-Ⅱ 2級地-Ⅰ 2級地-Ⅱ 3級地-Ⅰ 3級地-Ⅱ
1.標準３人世帯【３３歳、２９歳、４歳】
生活扶助 172,170 164,870 157,580 150,270 142,980 135,680
　うち児童養育加算 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
住宅扶助１） 69,800 59,000 53,000 46,000 40,100 34,100
合計 241,970 223,870 210,580 196,270 183,080 169,780
就労収入が手元に残る額（勤労控除）２） 23,220 23,220 23,220 23,220 23,220 23,220
医療扶助、出産扶助等 上記額に加えて、医療、出産などの実費相当が必要に応じ給付される。
2.高齢者単独世帯【６８歳】
生活扶助 80,820 77,190 73,540 69,910 66,260 62,640
住宅扶助１） 53,700 45,000 41,000 35,400 31,000 26,200
合計 134,520 122,190 114,540 105,310 97,260 88,840
医療扶助、介護扶助等 上記額に加えて、医療、介護などの実費相当が必要に応じ給付される。
3.母子世帯【３０歳、４歳、２歳】
生活扶助 192,900 186,470 178,310 171,880 163,730 157,300
　うち母子加算 25,100 25,100 23,360 23,360 21,630 21,630
　うち児童養育加算 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000
住宅扶助 69,800 59,000 53,000 46,000 40,100 34,100
合計 262,700 245,470 231,310 217,880 203,830 191,400
就労収入が手元に残る額（勤労控除）２）
医療扶助等 上記額に加えて、医療などの実費相当が必要に応じ給付される。  
注：1）住宅扶助の額は、1級地-Ⅰ：東京都区部、1級地-Ⅱ：千葉市、2級地-Ⅰ：高松市、2級地-Ⅱ：日立市、3級地
-Ⅰ：輪島市、3級地-Ⅱ：八代市とした場合の上限額の例である。 





















図表 2-2 生活扶助基準額の年次推移(1946年～2010年) 
                           基準額単位：円 


























































第５７次 2001年4月1日 163,970 （据置）
第５８次 2002年4月1日 163,970 （据置）
第５９次 2003年4月1日 162,490
第６０次 2004年4月1日 162,170
第６１次 2005年4月1日 162,170 （据置）
第６２次 2006年4月1日 162,170 （据置）
第６３次 2007年4月1日 162,170 （据置）
第６４次 2008年4月1日 162,170 （据置）
第６５次 2009年4月1日 162,170 （据置）
















































































































       出所：岩永(2011)第 2章図 2-1を引用。 



























































図表 2-3 世界の社会保障の歴史推移 
























































































以上に述べたように、ヨーロッパでは 19 世紀末から 20 世紀にかけて、貧困防止につな
                                                   
49 広井・山崎（2009）、第 1章 第 3節「救貧法について」、P.20参照。 
50 一圓（2011）、第１章 第 1節によると、この救貧法の解体について「救貧行政による貧困対策の時代から、貧困にな
らないための制度整備による防貧政策の時代への大きな転換が生まれたととらえることができる。救貧法の解体は、
社会保障の幕を上げ始めた」と述べる、参照。 
51 広井・山崎（2009）、第 1章 第 3節「ドイツの社会保険について」、P.21参照。 





































                                                   
53 中村（2005）、第 5章 第 2節参照。 
54 岩永（2011）、第 1章 第 3節参照。 






図表 2-4 社会保障総費用の国庫支出比率（構成比） 


























































公的扶助 社会福祉 社会保険 公衆衛生医療
老人保健 恩給 戦争犠牲者援護等
          
注：1. 1959年度以前は，国庫負担の予算額であり，1960年度以降は決算額である。 
2. 1950年度～1959年度は軍人恩給を含む。          
資料：国立社会保障・人口問題研究所「社会保障統計年報」。    



























 2.1.1 被保護世帯数、被保護人員、保護率の年次推移 





















注：平成 22年度（速報値）は、平成 23年 2月分においては、東日本大震災の影響により、 
郡山市以外の福島県を除いて集計した数値を用いている。 












 2.1.2 生活保護費類別比率の年次推移 


























































































出所： 国立社会保障、人口問題研究所（2011）『生活保護に関するデータ』表 22国立社会保障、 
人口問題研究所（2011）『社会保障統計年報データベース』表 278、より著者作成。 
 





                                                   
56 厚生労働省（2011c）、統計表一覧 e6の「現に保護を受けた世帯数、世帯区分、世帯類型」により、生活保護を受けた
高齢世帯の単身世帯は 89.6％に占めることが分かる。 








 2.1.3 生活保護受給世帯数の年次推移 





図表 2-7 生活保護受給世帯数の年次推移（1958年～2010年） 
 
注：１）1か月平均である。 
    ２）保護停止中の世帯を含まない。 
    ３）世帯保護率は、被保護世帯数の各世帯数を「国民生活基礎調査」の各世帯数（世帯千対）で除した
ものである。      
    ４）一部の年について、世帯類型別の数値とその総計とが総数と異なる場合が見られるが、これは毎月
の数値の合計（4月～3月）を 12で割って四捨五入するための誤差であるので、誤植ではない。 
資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」（福祉行政報告例）、国民生活基礎調査。 




年の 50 年間にその割合が約 20％から約 43％へとほぼ倍になっている。母子世帯の割合は
逆に漸減傾向にあり、2010 年には母子世帯が約 8％である。傷病者・障害者世帯約 33％、










2.1.4 保護の開始理由別被保護世帯数の年次推移  
































数と保護率は 1951 年からバブル崩壊後の 1995 年まで全体的に右下がりの傾向にあり、そ
の後急速に上がり続けている。2011年の被保護人員数は 205万人となり、1951年の 204万





















2011 年 7 月、生活保護受給者は約 205 万人となり、戦後の混乱の余波で過去最多であった
























い。2000 年、2005 年及び 2010 年の各年について計算した変動係数の値も大きく変わらな
く、安定していることが分かる。 
 
図表 2-9 47都道府県の基本統計量 
 
 平均値 標準偏差 変動係数 
生活保護率 10.13 5.99 59.13 
高齢単身世帯比率 8.12 2.14 26.39 
離婚率 1.94 0.25 12.77 
平均世帯人数 2.67 0.23 8.53 
母子世帯 7.18 1.01 14.12 
借家率 34.12 6.88 20.16 
単身世帯比率 26.92 4.37 16.25 





















 図表 2-10は生活保護率と関連諸指標の相関行列を示す。全国 47都道府県のプール・デ
ータ(2000年、2005年、2010年)による結果である。近年、核家族化により平均世帯人数は 
 


















1.00 0.65 0.55 -0.75 0.61 0.55 0.71 0.70 
高齢単身
世帯比率 
0.65 1.00 0.15 -0.67 0.56 0.08 0.52 0.47 
離婚率 0.55 0.15 1.00 -0.46 0.42 0.72 0.40 0.54 
平均世帯
人数 
-0.75 -0.67 -0.46 1.00 -0.32 -0.64 -0.91 -0.48 
母子世帯 0.61 0.56 0.42 -0.32 1.00 0.19 0.26 0.87 
借家率 0.55 0.08 0.72 -0.64 0.19 1.00 0.75 0.36 
単身世帯
比率 
0.71 0.52 0.40 -0.91 0.26 0.75 1.00 0.42 



















かった。47 都道府県の 2000 年、2005 年、2010 年のプール・データを用いて、近年の生活
保護率の上昇について、重回帰分析によって推測モデルの説明力を検証したい。 
 






















 図表 2-11 は 47 都道府県の生活保護に関する重回帰分析の結果である。この分析の結果



































































































































































非正規労働者が 15.3％（1984 年）から 35.2％（2012 年）へと増加し続けてきたことが
わかる。さらに、正規労働者と非正規労働者の賃金格差を観察すれば、日本では当然の結

















図表 2-13 正社員・正職員と正社員・正職員以外の平均賃金（2012年） 


















































高齢世帯 4.5 5.1 15.0 11.8 28.9 34.7 
母子世帯 10.3 10.2 25.8 16.5 27.8 9.4 
傷病・障害者
世帯 
7.6 8.8 23.4 14.2 24.9 21.1 
その他世帯 19.6 18.0 27.7 9.5 15.1 10.2 
出所：国立社会保障・人口問題研究所、「生活保護」に関する公的統計データ一覧、シート NO.6。 






とも困難であろう。また、世帯実数のデータでは 10 年以上の受給が平成元年の 94,670 世








































図表 2-15 捕捉率の比較 




























出所：橘木・浦川 (2006年)｢表 4－5 『貧困』に関する先行研究｣の一部を引用。 
 














    2)「資産考慮」とは、①貯蓄現在高が最低生活費一ヶ月未満、②住宅ローンがない、の 2つの条件を考慮する 
ことを意味する。全国消費実態調査では、①②両方、国民生活基礎調査では、②のデータがないため、①
のみ充たすことを意味する。 






                                                   
70 橘木・浦川（2006）、第 4章 第 2節 P.126参照。 





































                                                                                                                                                     
より引用。 
72 厚生労働省(2011a)、第 9章 第 1節 P.356より引用。 




図表 2-17 生活保護率と地域保護率の変動係数と地域所得変動係数 














3. Assisted Ratios は生活保護率を示す。 









































































費 2970 億円(2012 年)の予算に占める割合は 17.8％である。統計データ（大阪市市政
[2011a]）によると、2011年に大阪市の生活保護の被保護世帯数は 117,374世帯、人員数は


















                                                   
74 参考資料 1の「生活保護制度の制度疲労」から引用。 





































                                                   
77 第 1回～第 23回までとなっている。 
78 第 1回～第 6回「生活保護適正化連絡会議」までの会議資料を参考にしている。 










 図表 3-1 被保護実人員数・保護率の年次推移(1952年年～2010年度)  



































注：昭和 29年度以前は、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成 20年版。 
出所：国立社会保障・人口問題研究所の生活保護に関する公的統計データ一覧のシート 
NO.16により作成。平成 23年のデータは「福祉行政報告例」（平成 23年）を参考。 
 
図表 3-2 全国生活保護の世帯類型別の構成比の年次推移(1995年度～2010年度) 


















































図表 3-3 被保護世帯の世帯類型別状況の単身者世帯の割合の推移 
                          （1カ月平均、％） 
  総数 高齢者世帯 母子世帯 傷病者世帯 障害者世帯 その他の世帯 
昭和 50年度 55.1 77.1 ‐ 59.9 ‐ 27.0  
60(1985) 57.2 82.1 ‐ 65.1 ‐ 26.3 
平成 7(1995) 71.8 88.1 ‐ 76.5 ‐ 34.3 
12(2000) 73.5  88.1  ‐ 80.0  77.4  42.8  
17(2005) 73.7  88.4  ‐ 81.4  78.1  54.2  
21(2009) 75.5  89.4  ‐ 82.8  78.6  62.5  
22(2010) 75.5  89.4  ‐ 83.0  78.4  65.8  
23(2011) 75.7  89.6  ‐ 83.3  78.0  66.8  
注：現に保護を受けた世帯である。 
出所：昭和 50年度、60年度、平成 7年度のデータは「国民の福祉の動向・厚生の指標 増刊・第 58巻第 10号」











                                                   
81 参考資料 32 厚生労働省（2013a）のデータ参照。 















活保護の現状を明らかにしたい。図表 3-4 は平成 22（2010）年までの生活保護率の上位 5
都道府県と全国平均の長期的な動きを示す。その増加率が近年、もっとも大きいのは大阪
府であることが分かる。平成 22（2010）年では生活保護率が 32.03‰（全国平均 15.24‰）
に達している。 
 













昭和45(1970) 54(1979) 59(1984) 平成元年
(1989)































 図表 3-5 大阪市、大阪府および全国平均の年次推移（1975年～2010年） 






















出所：全国平均と大阪府のデータは「社会生活統計指標」昭和 61年～平成 24年を参考。 



















図表 3-6 大阪市の生活保護の世帯類型別の構成比(2011 年度) 








高齢世帯 母子世帯 障害者世帯 傷病者世帯 その他世帯
 
     出所：世帯類型の定義は厚生労働白書(平成 24年版)図表 6-1-37を引用。 
           大阪市市政の「健康福祉統計集（事業編）」平成 23年版により、作成。 
  







平成17年度 18（2006） 19 20（2008） 21 22（2010）
高齢世帯 母子世帯 障害者世帯 傷病者世帯 その他世帯
 




















図表 3-8 平成 23年大阪市及び各区の被保護実人員数と生活保護率 












































































































被保護実人員 生活保護率（‰）  
出所：大阪市市政（2011a）のデータより作成。 
 













大阪市  此花 56.0  東淀川 42.7  





中央 47.6  城東 46.3  
20 西 45.3  鶴見 44.3  
21 港 55.5  阿倍野 56.2  
22 大正 50.4  住之江 47.9  
23 天王寺 48.9  住吉 48.5  
北 55.0  浪速 55.5  東住吉 51.6  
都   島 54.0  西淀川 50.1  平野 45.2  西成※ 71.6  
福   島 56.7  淀川 49.0  緊急入院保護業務センター             74.5  
注：西成区は更生相談所を含む。 
出所：「大阪市統計表」平成 23年、労働・社会福祉の表－被保護世帯より抽出、作成。 
                                                   






































                                                   


























          資料：大阪市「市民経済計算」、内閣府「国民経済計算」、大阪府は内閣府「県民経済計算」。 
           出所：｢大阪市の経済｣(2013年)の図表データⅠ-1-3を利用して作成。 
 









1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2006 2007 2008 2009 2010
全国 大阪府 大阪市
 
      出所：大阪市のデータについては大阪市市政ホームページ、大阪市時系列統計表＞第１編国勢調査＞人口、
                                                   




就業者数第２表労働状態から計算。大阪市 2010 年のデータは「統計でみる市区町村のすがた」2012 年版を
参考。大阪市の完全失業率は継続的に把握されていない。 
http://www.city.osaka.lg.jp/keikakuchosei/page/0000066885.html。 
全国の完全失業率のデータは総務省「日本の長期統計系列」の第 19 章 労働・賃金の 19－6 表を参考。
http://www.stat.go.jp/data/chouki/19.htm （2013年 2月 25日にダウンロード）。 
大阪府の 2000年～2010年のデータは総務省 統計局ホームページ 第６表 完全失業率。 













 図表 3－12は全国、大阪府と大阪市の離婚率の推移である。 
 









1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010
大阪市 大阪府 全国
 
          出所： 大阪市市政の保健統計データの人口動態統計９離婚の動き 1975年～2005年の 
              データより作成。2005年以後は「社会生活統計指標 婚姻・離婚」のデータより作成。 
 
                                                   
87 大阪市市政(2013)の図Ⅰ-1-6のデータを観察すると、大阪市の製造業は 10.1％(2009年)であり、全国は 20.2％を占 


















類型別でも高齢者世帯の割合が 50％近くになっていることは第 1節で明らかにした。 
日本の長期的なデータを観察すると、近年、高齢化が進んでいることが明らかである。

































































































      出所：大阪市市政「大阪市統計書」人口・国勢調査データ 3-9年齢(各歳)、男女別 
            人口の全市と区別、3-17年齢（５歳階級）、男女別高齢単身者数より作成。 
                                                   







































                                                   
















高齢世帯 傷病者世帯 障害世帯 母子世帯 その他世帯
 
      出所：大阪市の西成区「第３回西成特区構想プロジェクトチーム会議報告書」第 3章 P.69の 

















図表 3-15 大阪市区別の総合的データ（2005年、2010 年） 
   保護率  高齢化１  高齢化２   借家率   離婚率   失業率 
 A B A B A B A B A B A B 
全国 11.55 15.2 20.1 23.0  7.88 9.2 39.0 29.4 2.05 1.99 6.0 5.1 
57 
 
 保護率 高齢化１ 高齢化２ 借家率 離婚率 失業率 
 A B A B A B A B A B A B 
大阪市 40.2 54.9 20.4 22.7 12.0 13.5  58.8 58.2  2.72 2.75  11.7 9.1  
西成区 159.1 218.5 29.6 34.5  26.7 30.6  71.2 70.5  2.36 2.34  22.4 17.9  
浪速区 67.5 106.3 20.9 19.5 13.7 12.5 84.0 84.9  3.65 4.13  13.0 12.5  
生野区 45.7 67.9 24.1 27.1 14.2 16.2 50.7 50.8  2.43 2.37  12.9 10.0  
平野区 52.1 69.1 20.2 24.2  11.5 14.3 64.3 61.9  3.13 3.19  13.1 9.3  
住吉区 43.4 60.6 21.6 24.2 12.8 14.7  64.2 62.6  2.97 2.71  13.6 8.8  
東住吉区 41.2 60.0  23.1 25.8  13.3 15.6  52.4 51.1  2.49 2.68  11.0 8.4  
東淀川区 41.3 58.0  17.2 20.5 9.2 11.7 71.7 70.4  2.59 2.68  12.2 10.1  
大正区 27.6 50.2 20.9 25.4 11.6 14.2 54.3 52.4  3.28 2.86  13.6 9.8  
住之江区 32.2 49.6 18.8 22.9 10.8 13.5  55.8 54.4  3.09 2.99  11.4 8.9  
旭区 31.6 48.4 23.5 26.3 12.8 14.8 52.2 50.9 2.31 2.28 11.1 9.2 
港区 33.8 48.5 20.7 23.6 11.3 13.5 59.7 57.8 2.57 2.79 12.3 8.5 
東成区 26.5 43.8 21.6 23.4 12.1 12.7  49.1 51.9  2.20 2.52  11.5 8.2  
此花区 29.5 42.6 21.4 23.7 12.1 13.5  57.4 53.3  2.88 3.03  12.4 9.0  
西淀川区 26.3 38.5 19.0 21.3 10.5 12.3  45.9 46.8  2.48 2.55  10.5 7.9  
淀川区 22.8 35.2 17.4 20.0  9.2 11.0  60.0 60.4  2.59 2.70  12.0 11.8  
都島区 22.9 35.4 18.0 20.4 10.2 11.9  54.9 53.7  2.63 2.86  8.9 7.9  
城東区 20.2 32.1 19.5 21.9 10.4 12.1  51.0 49.8  2.59 2.27  10.0 8.3  
阿倍野区 22.2 30.3 22.8 24.2 13.6 14.9  47.7 45.6  2.06 2.25  12.2 7.0  
中央区 17.7 26.4 18.3 16.8 10.8 9.1  66.0 63.5  4.16 4.64  7.7 7.0  
鶴見区 18.1 24.5 17.0 19.5 8.8 10.4  54.0 51.0  3.07 2.56  8.8 7.7  
北区 19.8 24.1 18.2 18.6 9.8 9.9  62.5 63.9  2.65 2.38  8.2 7.3  
天王寺区 17.0 22.5 17.8 18.6 10.0 10.3  56.1 53.2  2.32 2.55  10.1 6.2  
西区 10.2 18.0  17.0 15.2 9.7 7.6  51.0 59.9  3.10 3.52  7.9 6.4  
福島区 9.6 13.1 19.0 19.3 9.6 10.0  53.6 53.9  2.23 2.18  8.4 6.5  
注：高齢化 1は 65歳以上の人口割合であり、高齢化 2 は高齢単身世帯数の割合である。A:2005 年、B:2010 年。 






世帯により作成。（ただし、2012年版の離婚率は 2009 年のデータである） 










(9)性別高齢単身者の構成割合は「大阪市統計書」平成 23年版 3-17 年齢、男女別高齢単身者数のデータによ 
り作成。全国データは国勢調査の＜時系列データ＞世帯第 5表年齢、男女別高齢単身者数－全国、都道府県（昭 


























図表 3-17は大阪市の生活保護率の上位 3区の総合的データである。全国を 1として示し
































西成区 浪速区 生野区  
出所：図表 3-15のデータをもとに作成。 
 












大阪市 54.9西成区 218.5 






図表 3-18 大阪市区の変動係数と相関関係 
 基本統計量 A 基本統計量 B 相関係数 
  平均値 標準偏差 変動係数 平均値 標準偏差 変動係数 A B A,Bプール 
保護率 34.9 29.7 85.1 51.0 41.1 80.7 1 1 1 
高齢化１ 20.3 2.9 14.3 22.4 4.0 18.0 0.76 0.74 0.76 
高齢化２ 11.9 3.5 29.4 13.2 4.3 32.5 0.92 0.90 0.91 
借家率 57.9 8.7 15.0 57.3 8.9 15.6 0.53 0.52 0.50 
離婚率 2.74 0.48 17.6 2.79 0.6 21.2 -0.04 -0.002 -0.01 
失業率 11.5 2.9 25.5 8.9 2.5 27.7 0.9 0.92 0.68 
年収    29.5 16.3 55.1  0.09  
高齢化３    33.5 8.0 23.8  0.93  
注：1）高齢化１は 65 歳以上の割合であり、高齢化 2 は高齢単身世帯数の割合である、高齢化３は性別高齢単身
者数の構成割合、年収＝世帯主の年収 200 万未満。A：2005 年、B：2010 年。 






























図表 3-19 生活保護率の分析結果 
  期間（年） 定数項 自由度修正 高齢単身 借家率 離婚率 失業率 ダミー 
  2005,2010   済決定係数 世帯割合         
   -136.02 0.945 6.467 1.191   2.205 13.582 
生活保護率 (プール）     (11.03) (7.14)   (2.38) （3.51） 
        ＊＊＊ ＊＊＊   ＊＊ ＊＊＊ 
生活保護率  -105.06 0.816 5.303 0.898   2.165 11.935 
（西成区、 (プール）     (7.77) (4.93)   (2.83) （3.71） 
浪速区を除く）       ＊＊＊ ＊＊＊   ＊＊＊ ＊＊＊ 
   -122.18 0.909 5.968   11.536 4.767 19.408 
生活保護率 (プール）     (7.95)   (3.69) (4.54) （4.06） 
        ＊＊＊   ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ 
生活保護率  -72.58 0.735 4.150   5.627 3.578 16.262 
（西成区、 (プール）     (5.54)   (2.21) (4.21) （4.42） 
浪速区を除く）       ＊＊＊   ＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ 

































保護にかかわる歳出は約 2978 億円である（平成 23 年度大阪市一般会計決算見込速報版の
データ）。一般会計に占める生活保護費の割合は 17.6％である。被保護世帯数の増加に伴っ
て、生活保護費が増加してきた。「大阪市の財政の現状」(平成 24 年 9 月)によれば、扶助
費のうち約 6 割を占めているのは生活保護費である。2000 年から歳出の金額が右下がり







上述で示したような現状と課題を踏まえ96、平成 21(2009)年 9月 1日に「第 1回生活保護
行政特別調査プロジェクトチーム委員会・幹事会合同会議」が発足した。議事要旨によれ
ば、会議では「生活保護の抜本的改革に向けた取り組み」、「業務執行体制のあり方の検討」
                                                   
94 橘木・浦川（2006）、P.147引用。 







































































































































































































                                                   































































護費が上昇し、第１章の図表 1-1 で示すように生活保護費は平成 10（1998）年の 1.3 兆円









                                                   

































設定された。「1946 年 9 月 9 日法律第 17 号として公布、同年 10 月１日から施行された(旧
法)。」105 戦後の日本経済の復興に伴い、生活保護水準も継続して引き上げられた。しかし、













ったことが分かる。ところが、1954 年から 55 年までは生活保護率が急上昇した。1955 年
度に被保護人員と保護率が増加していることが読み取れる。保護費増加の背景には、医療
扶助人員の増加があった。岩永(2011)のデータ(岩永(2011)の表 3-1)では、医療扶助人員の












































































































































































































































                                                   












































































本論文における全国 47 都道府県のプール・データ（2000 年、2005 年、2010 年）を用い








































































数の観察によると、2005 年の保護率の変動係数は 85.1、2010年は 80.7 で、いずれも変動































































図表 4-1 全国の基本統計量 
プール(2005,2010) 平均値 標準偏差 変動係数 
保護率 11.45 6.32 55.23 
65才以上の割合 23.20 3.02 13.03 
高齢単身世帯 8.77 1.98 22.57 
借家率 33.93 6.74 19.86 
離婚率 1.93 0.23 12.00 
失業率 6.22 1.28 20.62 
        出所：第２章図表 2-11データに基づき計算。 
  
図表 4-2 大阪市区の基本統計量 
プール(2005,2010) 平均値 標準偏差 変動係数 
保護率 42.96 36.42 84.78 
65才以上の割合 21.34 3.63 17.00 
高齢単身世帯 12.54 3.95 31.50 
借家率 57.59 8.83 15.33 
離婚率 2.77 0.54 19.47 
失業率 10.20 2.99 29.33 
        出所：第３章図表 3-15に基づき計算。 
 

























借家率 離婚率 失業率 
生活保護率 1 0.046 0.618 0.613 0.579 0.652 
65才以上の割合 0.046 1 0.625 -0.527 -0.473 -0.036 
高齢単身世帯 0.618 0.625 1 0.117 0.156 0.330 
借家率 0.613 -0.527 0.117 1 0.704 0.419 
離婚率 0.579 -0.473 0.156 0.704 1 0.649 
失業率 0.652 -0.036 0.330 0.416 0.649 1 
出所：第３章図表 3-15に基づき計算。 
 







借家率 離婚率 失業率 
生活保護率 1 0.763 0.911 0.500 -0.007 0.684 
65才以上の割合 0.763 1 0.919 -0.024 -0.352 0.489 
高齢単身世帯 0.911 0.919 1 0.202 -0.232 0.655 
借家率 0.500 -0.024 0.212 1 0.509 0.426 
離婚率 -0.007 -0.352 -0.232 0.509 1 -0.102 
失業率 0.684 0.489 0.655 0.426 -0.102 1 
出所：第３章図表 3-15に基づき計算。 
 



















































































































                                                   







































                                                   






































                                                   
148 橘木・浦川（2006）、P.146参照。 








































































における検証結果を踏まえ、「生活扶助基準額の見直しは、平成 25年 8 月から平成 27年度
まで、3年程度をかけて段階的に実施する」154という方針を示す。しかし、現在の生活保護
を受給している者の実例を挙げて、生活保護基準の引き下げについては批判もある。最低
                                                   
151 八代（2013）、P.216を引用。 
152 根本（2011）、 P.87を引用。 
153 参考資料 33、P.1を引用。 



























































































































































                                                   
163 京極（2008）、 P.163を引用。 






































                                                   





 厚生労働省は第 185 回国会(臨時会)で「生活保護法の一部を改正する法律案」(平成 25
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 なお、本論文の第 3 章は以下の論文を改訂したものである。 
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